
身体拘束について
〇　身体拘束廃止未実施減算について

平成３０年度に法改正がありました。特に該当するサービス事業者は、減算対象になる要件について

必ず再確認をしてください。

〇　身体拘束が認められる「緊急やむを得ない場合」

「切迫性」、「非代替性」、「一時性」の三つの要件をすべて満たし、かつ、それらの要件の確認等の手続

手続きが極めて慎重に実施されている場合に限ります。

身体拘束せざるを得ない場合は、身体的拘束適正化委員会で検討、ケアプラン上にも記載し、利用者

家族に説明し、理解を得ていることが記録からもわかるようにしてください。

〇　『身体拘束ゼロへの手引き』（平成13年厚生労働省）

インターネットからも検索入手できます。身体拘束はなぜ問題なのか、どうしてもせざるを得ない場合

の三つの要件、慎重な手続き等について『身体拘束ゼロへの手引き』を参考に、身体拘束のないケア

に向けた取組みを行ってください。

〇　施設系におけるセンサーマット等の取り扱いについて

センサーマットや鈴等については、人員不足などを理由に十分に検討することもなく行われている場合

は行動制限に該当します。

※　都の高齢者権利擁護支援センターに利用者の靴や体に直接鈴を付けている事例について、問い

　合わせをしたところ、「身体的拘束」に該当するとの回答でした。

利用者のアセスメントのために、たとえば１週間から10日程度センサーマットを使い、目覚めや起き上

がりの時間等を把握することで、今後どのようなケアをしていくのかを、ケアプランの作成等に生かす

目的であれば、自立支援に繋がります。

　　（「介護ロボット重点分野別講師養成テキスト」厚労省、「身体拘束及び高齢者虐待の未然防止に向けた　

　　　介護相談員の活用に関する調査研究事業報告書」特定非営利活動法人地域ケアネットワーク　

　　　平成29年3月　参照）

〇　在宅における身体拘束についての相談事例　【転落の危険性があるのでベッドに４点柵】

本人の行動を制限することは、在宅でも身体拘束に該当します。医師や熟年相談室にも相談助言を求

め、サービス担当者会議で身体拘束をせざるを得ないものかどうかを検討し、どうしても必要であれば

ケアプラン上にも明記してください。またサービス事業者、ケアマネも訪問に際には身体拘束を行うこと

による利用者の心身の状況の変化を常に確認し、身体拘束の時間の短縮や解除への取組みを行う

ことが必要です。


